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　I.はじめに

　心理契約(psychological contracts)は，従業員と組織の雇用関係メカニズ

ムを捉えるための主要な分析概念として，これまで多くの研究が欧米を中

心に進められてきている。比較的新しい研究領域であるようにみられるが，

既に40年以上の研究の蓄積がある。実際には，研究が中断される時期も

みられたが，現在の心理契約研究は，｢新世代(new generation)｣として位

置づけられ，定量的評価による分析が中心である(Rousseau & Tijoriwala,

1998)ｏ

　心理尺度を活用した定量的分析を実施するには，調査実施前に測定内容

を吟味しておく必要があることは言うまでもない。特に，一般的な社会調

査とは異なり，測定対象が構成概念である場合，それの定義が重要である

　(宮下，1998年)。事実, Rousseau (1998)の主張にみられるように，心理

契約は構成概念として捉えられ，多くの研究が進められてきている。ちな

みに，構成概念(constructs)とは，特定の科学的目的のために，慎重かつ意
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　　若手パートタイマー・アルバイトを対象とした心理契約の測定方法の研究

識的に形成され，あるいは採用された概念のことと解されている(Stone,

1978;Kerlinger,1973)。それは，組織現象ではよく知られた，職務満足，コ

ミットメント，モチべーションなどと同様に，変化しうる対象ないし現象

にみられる特徴を捉えるうえでの定義とも換言できる(Schwab,1999)。

　これまでの心理契約の実証研究をみると，調査対象者として採用されて

いるのは，主に正規従業員である。彼らは，企業パフォーマンスの鍵を握

る基幹人材であるため，研究対象に設定されるのは当然のことである。従

業員のモラールの低下，労働生産性の低下，離職・転職などの諸現象をみ

ても明らかなように，彼らの態度・活動は，昔から職場組織に負のインパ

クトを与えるものと捉えられ，注目を集めてきた。

　だが，近年の日本企業の雇用動向をみると，雇用形態の多様化や人材の

流動化が進み，パートタイマー・アルバイト，契約社員，派遣社員，嘱託

社員などの非正規従業員を雇用・活用する動きが顕著である1)。こうした

状況は，彼らと企業との雇用関係の成立・維持要因の相対的重要性が以前

と比べ変化していると考えることができる。実際には，非正規従業員の戦

力化の議論は，決して新しいものではないけれども，彼らの多くがどのよ

うな心理契約に基づき，企業との関係を成立させているかは新しいファク

ト・ファインディングにつながるものである。というのも，近年の調査結

果から，彼らが現場や職場の第一線として働いている事実や，人件費削減

の目的だけでなく，専門的な知識，スキル，能力が彼らにも期待されてい

る傾向が明らかになっているからである2)。

　したがって，本論は，心理契約の測定尺度の非正規従業員への転用可能

性について，探索的に検討・考察することを主なねらいとしている。あら

ゆるタイプの非正規従業員を網羅した分析ではないけれども，ここでは

20代前半を対象とする若手パートタイマー・アルバイトの職業意識を基

にした分析を中心に進めていくことにする。
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　II.心理契約測定の動向

　心理契約とは，｢関係当事者間にみられる相互義務に対する個人の信

念｣(Rousseau,1995)のことをいう。近年の心理契約の研究では, Rousseau

(1995; 1990; 1989)の概念定義が最も数多く係用されている。調査段階で調

査目的との整合性を係操するために，構成概念の操作がみられるとしても，

基本的には，これまでのRousseauの研究からの引用であることを言明し

ている研究が大半である3)。

　しかしながら，実証的な心理契約研究といっても，研究の性格やタイプ

は当然係々である。こうした研究の状況を整理した研究として, Rousseau

& Tijoriwala (1998)の研究がある。Rousseau & Tijoriwalaの整理に従え

ば，心理契約研究は，1)内容志向(content-oriented), 2)特徴志向(feature-

oriented), 3)評価志向(evaluation-oriented)の３つに分類できる。近年では，

他の構成概念との関連分析や因果関係を想定した影響力分析といった，評

価志向の研究が中心である(相原，2002年)。

　本論は，非正規従業員の心理契約を操える心理尺度の転用可能性の検討

を中心に進めるものである。したがって，個人の心理契約を特徴づける契

約条件(terms)や相互義務(mutual obligations;reciprocalobligations)の操索を

主とする内容志向の研究に位置づけられる。

　図表１は，最近までの実証的な心理契約研究を取りあげ，調査対象者と

心理契約の測定方法について，要約・整理したものである。図表１で取り

あげた以外にも実証研究は数多くある。けれども, Vos, Buyens, & Schalk

(2003)の研究4)にみられるように，実証的な心理契約研究を代表する多

くの先行研究に基づいて尺度開発が進められていることから，図表１の測

定対象である項目群を確認することで心理契約の内容的側面をほぼ網羅で

きると思われる。以下では，これまでの代表的な研究の整理を通じて，明

らかになった特徴的な点について概観していくことにする。
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・調査対象者の特徴

　今回の先行研究で明らかになった点の１つは，既述したとおり，心理契

約研究の調査対象者が正規従業員ということである。非正規従業員を対象

とした研究はみられなかった。正規従業員は，企業の基幹人材である。実

際，彼らを中心として人材のマネジメントが展開されている。要するに，

必要人材の中心に位置づけられる正規従業員あるいはコア人材の心理契約

の測定尺度の一般化は，これまで重要な研究であったし，今後も重要な研

究であることに間違いはない。

　しかしながら，非正規従業員の心理契約の内容が，これまで開発されて

きた測定尺度を利用し，測定可能か否かを判断するには，実際の項目群の

構成やコンテンツを検討する必要がある。また，欧米で開発され，活用さ

れている尺度を転用するには，日本の実情と照合し，ワーディングなどの

修正をねらいとした予備調査の実施が肝要であることは指摘するまでもな

い。

　さらに，非正規従業員といっても，統計概念上，就業形態別に細分化さ

れている場合もみられ5)，一般的には，こうした区分ごとに研究ならびに

調査が行なわれている。事実，企業の雇用・活用意図や人材カテゴリ一別

の就業動機に相違がみられる点は，これまでの研究や調査で指摘されてい

るとおりである。したがって，正規従業員の対概念として，非正規従業員

を一括りの人材カテゴリーとして扱うには注意が必要であり，心理尺度の

測定項目も人材タイプの特徴にあわせ変更する必要が生じるかもしれない。

・心理契約の構成要因

　心理契約は，企業組織によって明示的あるいは暗黙的に示される，義務

や条件などに対する個人の認識結果である(Rousseau,1995)。それが口頭に

よる約束や職場の慣習といったかたちをとる場合もあるし，雇用契約(労

働契約，就業規則)に明文化されている条件を指し，個人の解釈のあり方を
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意味するものであるかもしれない。実際，心理契約を構成する条件として，

あらゆる状況が想定されるけれども，雇用側の義務と従業員の義務が心理

契約の成立をみるエッセンスなのである(Robinson, Kraatz, & Rousseau,

1994）。したがって，一部の研究を除き6），心理契約概念を測定対象とする

場合には，1）雇用側の義務と2）従業員の義務の両側面を反映した，相互

義務を測定する項目が検討されている。

　初期の実証的な心理契約研究として, Rousseau (1990）やRobinson,

Kraatz, & Rousseau (加法）の研究がみられるが，これらの研究は，心理

契約が業務(transactional)にかかわるものと関係(relational)にかかわるもの，

といった２つの側面から構成されていることを想定している。なお，雇用

側の義務そして従業員の義務は，８項目のいずれの項目からも成立するも

のとして捉えられている（図表1）。

　実際のRobinson, Kraatz,& Rousseau (加法）による主成分分析に基づく

因子分析の結果は，雇用側の義務として，昇進（バリマックス回転後の因子

負荷量0.84,以下同様），高給（0.86），評価に基づく給与（0.50）が業務に

かかわる側面として要約されている。その一方において，雇用保障（0.70），

訓練（0.53），キャリア開発（0.74），個人的な問題のサポート（0.46）とい

った項目が，関係にかかわる側面として要約された結果を示している。

　従業員の義務については，超過勤務（0.76），忠誠心（0.65），職務以外

の自発的活動（0.77）が関係にかかわる側面であり，離職の通達（0.62），

転勤の承諾（0.64），競合企業支援の拒否（0.50），特許情報の保護（0.52）

が業務にかかわる側面として要約されている。

　Turnley & Feldman (2000;1999）の研究は，心理契約を16の項目から成

立するものとして捉えているが，心理契約の違反行為(violation)を示す構

成概念の代替として実証研究を進めているため，１変数の要約に終始して

おり（2000年の研究でのａ係数＝0.83），心理契約の側面ないし次元は，特

にこの研究では意識されていない。また，雇用側への従業員の義務につい
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ての測定も実施されていない。

　Vos, Buyens, & Schalk (2003)の研究では，雇用側の義務および従業員

の義務として，それぞれ19項目を設定し，それらが心理契約の５つの次

元を構成する項目としている。この研究は，４つの調査時点(入社２週間

後，３ヵ月後，６ヵ月後，12ヵ月後)を設け，心理契約の動態的側面について，

縦断的研究(longitudinalstudy)を行なっているが，各調査段階において，ａ

係数を算出し，心理契約の５つの側面を構成する項目の内的等質性を検証

している。いくつかの例外的な結果もみられたが，全体として，キャリア

開発，職務内容，雰囲気，金銭的報酬，仕事と生活のバランス，といった

雇用側の義務と，役割行動，柔軟性，倫理的行動，忠誠心，エンプロイヤ

ビリティー(employability),といった従業員の義務は，心理契約の側面と

して支持される結果を得ている。

　非正規従業員，特にパートタイマー・アルバイトの心理契約を測定する

尺度開発に向けて，心理契約の内容的側面ないし次元とそれらを構成する

項目群を，これまでの研究を中心に検討を進めてきたが，直接転用するに

は問題があると判断されうる項目がいくつか明らかになったといえる。

　まず, Rousseau (1990)の測定尺度にみられる｢転勤の承諾｣や｢2年

間以上の在職期間｣(従業員の義務の項目)は，非正規従業員を対象とした

研究に直接転用するには無理がある。非正規従業員，特に若手のパートタ

イマー・アルバイトの概念自体，正規雇用の従業員と比べて，長期的な雇

用関係を前提としたケースは稀なためである。また，雇用側の義務にみら

れる｢長期の雇用保障｣という項目についてもワーディングの検討が必要

である。これは, Robinson, Kraatz, & Rousseau (1994)の測定尺度の項

目についても同様のことが指摘できる。次に, Turnley & Feldman (2000;

1999)の研究では，既述したように，雇用側への従業員の義務の項目が設

定されていないため，項目群を参考にすることができるとしても内容志向

の研究を進めることは難しい。最後に, Vos ｅtal.(2003)の研究は，非正
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規従業員に対しても同様の内容を尋ねることが可能ではあるが，正規従業

員を対象として項目設定がなされているため，偏りが予想される側面や項

目が多くあり，心理尺度を直接転用するには，ワーディングからの検討が

必要だろう。

　　　　　　　　図表1.心理契約の尺度開発研究の主な動き
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(1)分析の目的

　今回の分析目的は，多面的に非正規雇用の従業員の心理契約の側面およ

びそれを構成する項目許を探索的に明らかにし，信頼性および妥当性を高

める尺度開発のための基礎固めを進めることである。特に, Rousseau

(1990)などの研究7)に依拠し，心理契約には，業務にかかわる側面と関係

にかかわる側面があることを前提とした尺度開発を進めていく。

　測定対象が個人の認知(cognition)や知覚(perception)を基礎としている

以上，心理契約の側面ないし次元や，それを構成する項目は，当然無数に

存在するけれども，勤務先や職場での心理契約の構成概念をイメージする

項目許はある程度まで限定できる。先行研究の検討を通じて，心理契約を

定義づけるうえで重点となる｢義務｣を表象する項目を検討し，測定に結

びつけていくことは，これまで多くの研究が支持しているところである。

②　分析の手続き

　・分析のプロセス

　今回の分析は，一般的な心理測定尺度開発の流れに従って，２段階のプ
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ロセスを経て進められる。第１段階は，項目許の選定作業である。非正規

雇用の従業員にとって，雇用側の義務をイメージする項目と従業員側の義

務をイメージする項目を，従業員の視点に立って浮き彫りにしていく。要

するに，雇用側および従業員側の義務と思われる項目を収集し，検討を加

えていくのが，この段階でのねらいである。

　第２の段階は，項目の選定作業の結果に基づき，義務を構成する項目群

について，雇用側と従業員側の義務の充足の程度を予備データとして収集

し，項目決定のための分析を多面的に進めていく。非正規従業員の心理契

約測定の基礎となる予備調査に位置づけられるものである。

　・サンプルとサンプリング方法

　今回，使用するサンプルは，現在，パートタイマー・アルバイトないし

他の形態で就業経験のある20代の学生の回答が基になっている8)。回答

方法は，郵送方式による質問調査法ではなく，面接方式を中心とした質問

紙調査法である。調査実施時期は，2003年10月27日から11月20日ま

での約１ヵ月近くにわたり実施された。ちなみに，調査の第１段階(n=136)

と第２段階(ｎ＝178)の調査対象者は別のサンプルである。

　・分析方法

　第１段階では，心理契約の側面およびそれを構成する項目群を, Rous-

seau (1990),Robinson ｅtal.(1994),ｖｏsｄ�｡(2003)などの研究を参考に

して，複数の選択肢を作成し，該当する項目すべてについて確認してもら

う複数回答法を実施している。また，調査対象者がイメージする雇用側の

義務と従業員の義務について，自由記述欄を用意し，あわせて回答しても

らっている。

　回答方法は複数回答法であるものの，各項目について，選択されている

場合は1，選択されていない場合をＯとして真偽法に変換し，処理を進め
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ている。また，各項目の回答結果の偏りを検討する項目の困難度を確認す

るために，肯定率と項目分散を採用し，分析を進めている。

　第２段階では，心理契約を構成する項目群の決定のために，項目分析で

は代表的なＧ-Ｐ分析，I-Ｔ相関分析，ａ係数の算出，因子分析などによ

る方法を採用し，多面的に分析を進めている。

(3)結果

　・第１段階の結果

　ここでは，作成した各項目(図表2)に対する反応を確認し，項目の困

難度の検討を進めた。その結果が図表３である。肯定率と項目分散を算出

した項目別の応答内容の結果から，雇用側の義務の項目として，｢職場で

の地位の向上(q3.2)｣，｢一定期間の雇用の保障(q3.4)｣，｢仕事面での正社

員と同等の扱い(q3.7)｣，｢待遇面での正社員と同等の扱い(q3.8)｣の項目

に偏りがみられた。調査対象者の大多数が肯定的にも否定的にも同一の認

識を示すことは，心理尺度としては適さないため，項目の再検討が必要と

される結果となった(鎌原,1998年；東條,1998年)。

　　　　　　　図表２　雇用側の義務と従業員の義務の項目(1)
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図表３　項目別応答内容の結果

　従業員の義務についても，｢超過勤務(q4.1)｣，｢無断欠勤・遅刻をしな

いこと(q4.3)｣，｢指示された以外の仕事の実施(q4.4)｣の項目について，

偏りがみられた。したがって，先の理由と同様に，項目の削除ないし修正

をしなければならない結果となった。

　・第２段階の結果

　第１段階の結果を基に，ワーディングの修正を実施すると同時に，自由

記述箇所の回答を参考にして項目の再検討を進めた。第２段階で予備調査

を実施するための項目許は，図表４のとおりである。これらの項目は，

Rousseau (1990)やRobinson, Kraatz, & Rousseau (1994)の研究でみられ

た，心理契約の２つの側面(業務にかかわるものと関係にかかわるもの)を構

成する項目の追証を行なうものと同時に，義務の充足程度を尋ねるものと

なっている。ちなみに，回答方法は，｢とてもそう思う(5点)｣，｢ややそ

う思う(4点)｣。｢どちらでもない(3点)｣，｢あまりそう思わない(2点)｣，

｢まったくそう思わない(1点)｣の５点尺度を採用している。

　図表５は，回答分布結果の形の確認，Ｇ-Ｐ分析，I-Ｔ相関分析，(z係数

の算出，そして因子負荷量の算出結果，といった多面的な項目分析を進め

た結果を示している。
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図表４　雇用側の義務と従業員の義務の項目（2）

　　回答結果の分布の形の確認結果

　予備調査の段階で項目の平均値が５作法で1.5以下あるいは4.5以上の

項目を確認したが，それに該当する項目はみられなかった。ただし，回答

結果の分布の形を確認すると，従業員の義務の回答結果である，｢職場の

人間関係に対する配慮(Q2.4)｣，｢離職前の正式な手続き(Q2.5)｣，｢職場へ

のダメージ(Q2.6[Ｒ])｣の項目に天井効果がみられたため，Ｇ-Ｐ分析や因

子分析による項目分析では外す結果となった。

　・Ｇ-Ｐ分析の結果

　回答分布の形の確認の結果，特に問題にならなかった項目について，Ｇ

-Ｐ分析を進めた結果，何れの項目についても上位群が下位群よりも有意

差9)がみられる結果を得た(pく0.01)。
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図表５　非正規従業員の心理
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　　　若手パートタイマー・アルバイトを対象とした心理契約の測定方法の研究

契約測定尺度の項目分析結果
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　・I-Ｔ相関分析の結果

　全体得点の高い回答者は，それぞれの項目についても高い平均を示すこ

とを前提として，全体得点と各項目の相関分析を行なった結果が図表５に

示されている。ちなみに，相関係数の算出にあたってば，全体得点には相

関を求める項目の得点を加算していない1o)。その結果，すべての項目につ

いて，有意である結果(p＜0.05)を得たが，相関係数が低い項目がみられた

ことも事実である(例えば, 01.1,01.8,02.9[Ｒ],Ｑ2.11)。

　・ａ係数の算出結果

　雇用側の義務について尋ねた項目全体の(x係数11)は，0.84であった。

それに対して，従業員の義務について尋ねた項目全体の(z係数は，0.74

であった。図表５の(ｘ係数は，当該項目を外して(x係数を算出した結果

である。全体の(x係数よりも高い値を示したのが，雇用側の義務では，２

項目みられ(Ql.lの｢時給，日給，月給支払方法の明確化｣とQ1.8の勤務日・

勤務時間決定の自由)，また従業員の義務でもQ2.9[Ｒ]の｢指示されただけ

の仕事の遂行｣とQ2.11の｢雇用側への謙虚な態度｣といった項目に同

様の結果がみられた。実際，これらの項目を除外して全体の(z係数を算

出し直した結果，雇用側の義務では，0.85となり，従業員の義務では0.76

となった。これらの項目は，全体項目の等質性を下げる項目として考えら

れ，除外対象項目の候補となる結果を示すものとして捉えられる。

　・因子分析の結果

　因子分析は，項目間の相関関係からその背後に潜在的な因子が存在する

ことを想定し，その因子と項目の関係の強さを因子負荷量として算出でき

る手法である。今回の調査では，雇用側の義務と従業員側の義務につい

て，２つの側面(業務にかかわる側面と関係にかかわる側面)を想定していた

ため，２つの因子が抽出されることが期待されていた。その結果は，図表
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５のとおりである。

　雇用側の義務については, Q1.8の「勤務日・勤務時間決定の自由」の

項目を除き，業務にかかわるものと関係にかかわるものの２つの因子が抽

出された。

　従業員の義務については，主因手法による因子分析（共通性1）を連め

た結果，因子負荷量が高い項目は，「仕事への責任感(Q2.1)」，「勤務先へ

の忠誠心(Q2.2)」，「重要な情報の保護(q2.7)］，「一定期間の在職期間の遵

守(Q2.8)」そして「職場の雰囲気への配慮（Ｑ2.10）」の４項目だけにしか

みられなかった。それ以外の項目は，因子負荷量が抽出された因子全体に

高い負荷を示す項目(Q2.3やＱ2.11）であった。心理契約の構成概念との

関連性がきわめて低いという理由から除外対象となる項目である。

　IV.要約と課題

　今回の調査は，非正規従業員，特に人件費削減のために雇用・活用され

るケースが多い，若手のパートタイマー・アルバイトの心理契約の測定尺

度開発の基礎固めを目指したものである。この研究の発端は，これまで欧

米を中心に開発され，調査に採用されてきた心理契約の測定尺度が，日本

企業（職場組織）と従業員の関係を説明する心理契約の内容を明らかにし，

問題なく利用できるといった，転用可能性について検証してみたかったこ

とにある。

　今回の分析結果は，部分的に転用可能性が認められたものであったが，

心理契約といった構成概念を測定する尺度としては，本調査の段階におい

て利用するには，依然として改善の余地が多く残されていることが明らか

になったといえる。特に，若手パートタイマー・アルバイトを調査対象と

した分析の場合，彼らの義務を構成する項目群を改めて検討しなければな

らない。回答分布の形の確認結果において，特に明らかになったように，

業務志向よりも，職場組織との関係を重視した項目は既に当然のことにな
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っているのである。要するに，今回の結果は，これまでの測定尺度の適用

範囲の限界を示したといえる。

　しかしながら今回の項目分析を進めていく過程では，いくつかの問題が

みられた点を指摘しておかなければならない。調査対象者のデモグラフィ

ックな側面の配慮，サンプル数，そして回答者の視点の問題である。調査

対象者は，限定された年代を対象としている点であること，サンプル数が

第１段階および第２段階に実施した項目数の10倍に満たない点，そして

調査対象者が非正規従業員に限定されている点である。構成概念を測定す

る心理尺度を作成する場合，原則として，尺度項目数の10倍のサンプル

数が必要であるとされている(束條，1998年)。これら３点については，従

業員の義務の項目の再検討を進め，追加的調査を実施することで対応して

いきたい。また，本調査後の信頼性と妥当性を高めることに着眼した尺度

開発の研究を継続しなければならないし，今回用いた分析手法を古典的テ

スト理論(ClassicalTestTheory)と位置づける，項目反応理論(Item Response

Ｔｈｅｏｒy)を用いた方法も考慮していく必要があることは言うまでもない。
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図表６　産業別非正規雇用の従業員比率

図表７　非正規雇用の従業員の雇用・活用理由
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図表８　調査対象者のプロフィール（第２段階）
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